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本資料のうち，枠囲みの内容

は，営業秘密又は防護上の観点

から公開できません。

Ⅴ-3-別添 1 竜巻への配慮が必要な施設の強度に関する説明書 
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Ⅴ-3-別添 1-1-4 主排気筒の強度計算書
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1. 概要

本資料は，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に示すとおり，主

排気筒が竜巻時及び竜巻通過後においても，主排気筒の機能の維持を考慮して，主要な構造部材

が構造健全性を有することを確認するものである。 

2. 基本方針

主排気筒について，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「3.2

機能維持の方針」に示す構造計画を踏まえ，主排気筒の「2.1 位置」，「2.2 構造概要」，

「2.3 評価方針」及び「2.4 適用規格」を示す。 

2.1 位置 

主排気筒は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「3.2 機能

維持の方針」に示すとおり，屋外に設置する。 

主排気筒の位置図を図2-1に示す。 

図 2-1 主排気筒の位置図 
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2.2 構造概要 

主排気筒は，鉄塔支持型の鋼製排気筒である。中央の内径4.5 m，高さ140 mの筒身にかか

る水平力を周囲の根開き28 m，高さ104.205 m（EL.112.205 m）の鋼管トラスの4脚鉄塔を補

強して支える構造である。補強部分は高さ117.543 m（EL.125.543 m）まで主柱を伸ばすとと

もに，高さ104.205 m（EL.112.205 m）以下において8脚増やす。筒身と鉄塔は，図2-2に示す

6ヶ所で接続され，制振サポート（以下「オイルダンパ」という。）と弾塑性ダンパで接合し

た制震構造である。筒身の下端は固定である。 

以下に，構造概要を示す。 

構造概要 

・構造形式 鉄塔支持型鋼製 

・筒身高さ EL.148.000 m 

・鉄塔高さ EL.125.543 m 

・筒身径 φ 4.500 m（内径） 

・鉄塔開き 頂部開き 10.387 m 

基部開き 28.000 m 

・支持点位置 EL.125.543 m，EL.112.205 m，EL.95.432 m，EL.75.444 m， 

EL.52.618 m，EL.26.257 m 

・接続方法 オイルダンパ（EL.125.543 m，EL.112.205 m）,

弾塑性ダンパ（EL.95.432 m，EL.75.444 m，EL.52.618 m）, 

高力ボルト接合（EL.26.257 m） 

・基礎 鉄筋コンクリート造 
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図 2-2 主排気筒概要図（単位：mm） 
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2.3 評価方針 

主排気筒の強度評価は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界」にて設定している，荷重及び荷重の組合せ並び

に許容限界を踏まえ，主排気筒の評価対象部位に作用する応力が，許容限界に収まることを

「3. 強度評価方法」に示す方法により，「4. 評価条件」に示す評価条件を用いて計算し，

「5. 強度評価結果」にて確認する。 

主排気筒の強度評価においては，その構造を踏まえ，設計竜巻による荷重とこれに組み合わ

せる荷重（以下「設計荷重」という。）の作用方向及び伝達過程を考慮し，評価対象部位を選

定する。 

(1) 強度評価方針

主排気筒の筒身及び鉄塔の強度評価フローを図 2-3 に示す。強度評価においては，主排気

筒の構造を踏まえ，設計竜巻による荷重に自重を加えた荷重が主排気筒に作用した場合に，

主排気筒の各評価対象部位に作用する荷重，応力等を，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必

要な施設の強度計算の方針」の「5. 強度評価方法」に示す応力解析による最大部材応力に

対して，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4.2 許容限界」

に示すそれぞれの許容限界以下であることを確認する。 

 なお，設計竜巻による荷重が耐震評価における荷重に包絡される場合においては，耐震評

価の結果により，評価対象部位が許容限界以下であることを確認する。ここで，設計竜巻に

よる飛来物の衝突は，主排気筒の主要な支持機能を有する鉄塔部材を損傷させるものとして

考慮し，強度評価においては，飛来物の衝突による衝撃荷重は考慮しないこととする。また，

筒身への飛来物の衝突についても，鉄塔部材の損傷想定に包含される。 

 なお，上記のような損傷を想定しても，主排気筒の有する安全機能を発揮すべき事象（運

転時の異常な過渡変化又は設計基準事故伴う放射性物質の放出）が竜巻に起因して発生する

ことはなく，また筒身に損傷が生じた場合は安全上支障の無い期間に補修する方針としてい

ることから，主排気塔の安全機能に対する影響はない。 

主排気筒の筒身及び鉄塔の許容限界は，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強

度計算の方針」の「4.2 許容限界」に示す許容限界である材料強度より算出した弾性限耐力

とする。 
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図 2-3 主排気筒の筒身及び鉄塔の強度評価フロー 

2.4 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・ 建築基準法・同施行令 

・ 鋼構造設計規準 -許容応力度設計法-（（社）日本建築学会，2005） 

・ 容器構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010） 

・ 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，1988） 

・ 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，1999） 

・ 煙突構造設計施工指針（（一財）日本建築センター，1982） 

・ 塔状鋼構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，1980） 

・ 煙突構造設計指針（（社）日本建築学会，2007） 

・ 日本工業規格（ＪＩＳ） 

9



6 

N
T
2
補
②

Ⅴ
-
3
-別

添
1
-
1-
4
R
4

3. 強度評価方法

3.1 評価対象部位及び評価方針 

主排気筒の応力解析による評価対象部位は，設計竜巻による荷重を受ける主排気筒の筒身，

筒身を支持する鉄塔主要部材（主柱材，斜材，水平材，補助柱材，補助斜材，補助水平材，鉄

塔脚部）及び脚部とする。 

強度評価は，図 3-1 に示す評価フローに基づき，設計荷重に対して，3 次元ＦＥＭを用いた

弾性応力解析を行う。 

図 3-1 応力解析による評価フロー 

3.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」に示している荷重及び荷重の組合せを用いる。 

(1) 荷重の設定

a. 固定荷重

固定荷重として，持続的に生じる荷重である筒身及び鉄塔の自重の他に，ダンパ，歩廊

等の付属設備の重量を考慮する。 

d. 設計竜巻による荷重

屋外の施設であるため風圧力による荷重を考慮する。

(a) 風圧力による荷重（ＷＷ）

評価開始

竜巻風荷重

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定

各荷重時の応力解析

断面力の組合せ

断面の評価

評価終了

固定荷重

10
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風圧力による荷重ＷＷは，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の

方針」の「4.1(3)c.(a) 風圧力による荷重」に示す式に従い，算出する。 

ＷＷ＝ｑ・Ｇ・Ｃ・Ａ 

これより，主排気筒に作用する風荷重は，次式によって算定する。 

ＷＤ１＝ｑ１・Ｇ・Ｃ・Ａ 

ここで 

ＷＤ１ ：地表面からの高さＺにおける風荷重（N） 

ｑ1 ：速度圧（ｑ1＝6.1×10-3）（N･mm2） 

Ｇ ：ガスト影響係数（Ｇ＝1.0） 

Ｃ ：風力係数 

（筒身部：Ｃ＝0.9ｋｚ {煙突その他の円筒構造物}） 

（鉄塔部｛ラチス構造物の風力係数Ｃ｝） 

ｋｚ ：ｋｚ＝1.0 とする。 

Ａ ：地表面からの高さＺにおける風向に垂直な面に投影した 

建築物の面積（見付面積）（m2） 

図 3-2 鉄塔及び筒身の見付面積Ａ 

表 3-1 ラチス構造物の風力係数Ｃ 

φ

種類 

(1) (2) (3) 

0.1 以下 0.1 を超え 0.6未満 0.6 

鋼管 

(b) 0°

（正面） 
2.2ｋｚ

(1)と(3)とに掲げる数値

を直線的に補間した数値 

1.5ｋｚ

(d) 45°

（斜め） 
1.7ｋｚ 1.3ｋｚ

ここで，φ：充実率 

（風を受ける部分の最外縁に囲まれる面積に対する見付面積の割合） 

ｈｉ／2 

ｈｊ／2 

ｈｊ／2 

筒身 

Ｄ 

鉄塔 

見
付

高
さ

筒身：Ｄ・見付高さ 

鉄塔：風方向における見付面積 

パラボラ：Ｄｐ
２・π/4 

パラボラ 

Ｄｐ

ｈｉ

ｈｊ

ｈｉ／2 
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注 1：上図はラチスばり及びラチス柱の断面を表す。 

注2：風圧作用面積としては， の作用する方向から見たラチス構面の見付面積とする。 

図 3-3 ラチス構造物 

(b) 竜巻の荷重の組合せ

設計竜巻による複合荷重ＷＴ(ＷＴ１,ＷＴ２)は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要

な施設の強度計算の方針」の「4.1(2) 荷重の組合せ」に示す式に従い，算出する。 

ＷＴ１＝ＷＰ

ＷＴ２＝ＷＷ＋0.5ＷＰ＋ＷＭ

なお，主排気筒は大気中に開かれており，主排気筒内外に気圧差が生じ難い構造で

あるため，気圧差による荷重は考慮しない(ＷＰ＝0)。 

また，「2.3(1) 強度評価方針」に示したとおり，設計飛来物による衝撃荷重ＷＭ

は，飛来物の影響は鉄塔部材を損傷させるものとして考慮していることから考慮しな

い(ＷＭ＝0)。鉄塔部材の損傷を想定する箇所については，座屈の観点から軸力（圧

縮）の影響を考慮し，健全時に負担する軸力（圧縮）が最大であり，損傷による荷重

の再配分の影響が最も大きい最下層の主柱の補助柱とする。 

図3-4に損傷を想定する箇所を示す。 

(b)0°

（正面）
(d)45°

（斜め）

12
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図3-4 飛来物による主排気筒（鉄塔部）の損傷想定箇所 

したがって，設計竜巻による複合荷重ＷＴ１は0となり，ＷＴ２を設計竜巻による荷重

として正面方向，斜め方向それぞれに対して考慮する。 

各荷重を，表 3-2～表 3-6 及び図 3-5～図 3-8 に示す。  

飛来物による損傷（支持機能を喪失

と見なす）を想定する部材（主柱の

補助柱） 

13
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表 3-2 鉄塔及び筒身の固定荷重 

注記：ダンパ，歩廊等の付属設備の重量は， 

鉄塔重量に含む。          

表 3-3 筒身のせん断力 

EL. 層間高さ せん断力（kN) 

Ｚ ｈ 竜巻風荷重 

(m) (m) 正面方向 斜め方向

148.000 10.000 0 0

138.000 12.457 124 124

125.543 13.338 335 335

112.205 16.773 639 639

 95.432 19.988 992 992

 75.444 22.826 1543 1543

 52.618 26.361 376 369

 26.257 17.757 89 60

8.500 0.000 242 268

EL. 

（m） 

固定荷重 (kN) 

筒身 鉄塔 計 

148.000 0 － 0

138.000 141 － 141

125.543 299 0 299

112.205 333 339 672

 95.432 379 937 1316

 75.444 466 1443 1909

 52.618 527 1854 2381

 26.257 616 2705 3321

8.500 531 3383 3914
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表 3-4 筒身の曲げモーメント 

EL. 層間高さ

曲げモーメント

（kN・m） 

Ｚ ｈ 竜巻風荷重 

(m) (m) 正面方向 斜め方向

148.000 10.000 0 0

138.000 12.457 1240 1240

125.543 13.338 6259 6259

112.205 16.773 15910 15910

 95.432 19.988 34339 34339

 75.444 22.826 5871 5868

 52.618 26.361 524 679

 26.257 17.757 2479 3280

8.500 0.000 11963 13920
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図 3-6 筒身の曲げモーメント
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表 3-5 鉄塔のせん断力 

EL. 層間高さ せん断力（kN) 

Ｚ ｈ 竜巻風荷重 

(m) (m) 正面方向 斜め方向

148.000 10.000 - - 

138.000 12.457 - - 

125.543 13.338 0 0

112.205 16.773 113 139

 95.432 19.988 523 670

 75.444 22.826 1306 1709

 52.618 26.361 3945 4699

 26.257 17.757 6201 7455

8.500 0.000 8745 10668
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図 3-7 鉄塔のせん断力
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表 3-6 鉄塔の曲げモーメント 

EL. 層間高さ

曲げモーメント

（kN・m) 

Ｚ ｈ 竜巻風荷重 

(m) (m) 正面方向 斜め方向

148.000 10.000 - - 

138.000 12.457 - - 

125.543 13.338 0 0

112.205 16.773 2533 3159

 95.432 19.988 13833 17900

 75.444 22.826 105517 119134

 52.618 26.361 219285 252231

 26.257 17.757 398503 467019

8.500 0.000 548605 650574
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NT2 補② Ⅴ-3-別添 1-1-4 R4

図 3-8 鉄塔の曲げモーメント 
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 (2) 荷重の組合せ 

 強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計

算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」に示している荷重及び荷重の組合せを踏まえて，

主排気筒の評価対象部位ごとに設定する。 

強度評価の荷重の組合せを，表 3-7 に示す。 

表 3-7 荷重の組合せ 

組合せ荷重 

ケース 
荷重状態 荷重の組合せ 水平荷重方向 

ケース 1 

竜巻時 
①自重 

②風圧力による荷重 

正面 

ケース 2 斜め 

3.3 許容限界 

主排気筒の許容限界は，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「4.2 許容限界」にて設定している許容限界に従って，「3.1 評価対象部位及び評価方針」に

て設定した評価対象部位ごとに材料強度より算出した弾性限耐力を用いる。 

強度評価の許容限界（準拠規格・基準等）を，表 3-8 に示す。 

表 3-8 許容限界（準拠規格・基準等） 

評価対象部位 準拠基準等 備考 

筒身 
容器構造設計指針 

短期 
Ｆ=1.1Ｆと読み替える

（建告第2464号に規定

されたＪＩＳ規定品の

み） 鉄塔 
告示 

材料強度 

3.4 評価方法 

 (1) 応力評価方法 

主排気筒について，3次元ＦＥＭを用いた弾性応力解析を実施する。 

 (2) 断面の評価方法 

主排気筒の断面の評価に用いる応力は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた応力解析により得ら

れた各荷重による断面力（軸力，曲げモーメント，せん断力）を組み合せることにより算定

する。解析には，解析コード「NASTRAN Ver.2008.0.0」を用いる。 

a. 筒身に対する断面の評価方法 

(a) 応力検定 

応力に対する断面算定は，「容器構造設計指針・同解説」に準拠して行う。 

なお，断面性能の算定においては，腐食代 2 ㎜（外側：1 mm，内側：1 mm）を控

除した値を用いる。 
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　１≦
ｆ

σ
＋

ｆ

σ

ｃｒｃ

ｂｃ

ｃｒｃ

ｃ

かつ 

　１≦
ｆ

τ

ｃｒｓ

ここで 

σｃ ：平均圧縮応力度（σｃ＝Ｎ・103/Ａ）（N/mm2）  

Ｎ ：圧縮力（kN） 

Ａ ：円筒の断面積（mm2） 

ｃσｂ ：圧縮側曲げ応力度（ｃσｂ＝Ｍ・106/Ｚc）（N/mm2）  

Ｍ ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｚｃ ：断面係数（mm3） 

τ ：せん断応力度（τ＝Ｑ・103/Ａｓ）（N/mm2）  

Ｑ ：せん断力（kN） 

Ａｓ ：円筒のせん断断面積（＝Ａ/2）（mm2） 

ｃｆｃｒ ：圧縮材料強度（N/mm2） 

ｂｆｃｒ ：曲げ材料強度（N/mm2） 

ｓｆｃｒ ：せん断材料強度（N/mm2） 

（ｃｆｃｒ ，ｂｆｃｒ ，ｓｆｃｒ は次項による。） 

(b) 材料強度 

材料強度は，「平 12建告第 2464 号」に準拠し，材料強度Ｆ値を 1.1 倍した値を用

いて許容応力度を算出し，部材に発生する応力が許容応力度を超えないことを確認す

る。 

b. 鉄塔主要部材に対する断面の評価方法 

(a) 応力検定 

応力に対する断面算定は，「建築基準法施行令第 96 条」及び「平 13国交告第

1024 号」に準拠して行う。 

なお，断面性能の算定においては，腐食代 1 mm（外側のみ 1 mm）を控除した値を

用いる。 

　１≦
ｆ

σ
＋

ｆ

σ

ｂ

ｂ

ｃ

ｃ

ここで 

σｃ ：平均圧縮応力度（σｃ＝Ｎ・103/Ａ）（N/mm2） 

σｂ ：曲げ応力度（σｂ＝Ｍ・106/Ｚｔ）（N/mm2） 

ｆｃ ：圧縮材料強度（N/mm2） 

ｆｂ ：曲げ材料強度（N/mm2） 

Ｎ ：圧縮力（kN） 

Ａ ：断面積（mm2） 
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Ｍ ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｚｔ ：断面係数（mm3） 

（ｆｃ ，ｆｂは次項による。） 

(b) 材料強度 

材料強度は，「平 12 建告第 2464 号」に準拠し，材料強度Ｆ値を 1.1 倍した値を用

いて算出した許容応力度に対して，部材に発生する応力が超えないことを確認する。 

4. 評価条件 

 (1) 強度評価の評価条件 

   「3. 強度評価方法に用いる評価条件のうち，筒身を表 4-1 に，鉄塔主要部材を表 4-2 に示

す。 

表 4-1 評価条件（筒身） 

使用部材 

φ×t 

(mm) 

材質 

腐食代 

(mm) 

最高使用 

温度 

（℃） 

重力加速度 

ｇ 

(m/s2) 

空気密度 

ρ 

(kg/m3) 

4532.0×16.0 SS400 
内側 1.0 

外側 1.0 
35 9.80665 1.22 

表 4-2 評価条件（鉄塔主要部材）(1/2) 

分類 

使用部材 

φ×t 

(mm) 

材質 

腐食代 

(mm) 

主柱材 

406.4×6.4 

ＳＴＫ４００ 外側 1.0 

406.4×12.7  

558.8×12.7  

812.8×12.7  

1016.0×12.7  

最大風速 

Ｖ 

(m/s) 

ガスト 

影響係数 

Ｇ 

(-) 

風力係数 

Ｃ 

(-) 

ｋｚ

(-) 

構造物の基準

高さ 

Ｈ 

(m) 

設計用 

速度圧 

ｑ 

(N/m2) 

100 1.0 0.9 1.0 140.000 6,100 
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表 4-2 評価条件（鉄塔主要部材）(2/2) 

分類 

使用部材 

φ×t 

(mm) 

材質 

腐食代 

(mm) 

斜材 

355.6×6.4 

ＳＴＫ４００ 外側 1.0 457.2×6.4  

508.0×6.4  

水平材 

355.6×6.4 

ＳＴＫ４００ 外側 1.0 457.2×6.4  

508.0×6.4  

補助主柱材 

406.4×19.0 ＳＴＫ４００ 

外側 1.0 

508.0×19.0 

５９０材 
609.6×19.0  

812.8×19.0  

1016.0×19.0  

補助斜材 

355.6×12.7 
ＳＴＫ４００ 

外側 1.0 
457.2×12.7  

508.0×12.0 ＳＴＫ４９０  

558.8×19.0 ５９０材  

補助水平材 

355.6×6.4 

ＳＴＫ４００ 外側 1.0 457.2×6.4  

508.0×6.4  

最高使用 

温度 

（℃） 

重力加速度 

ｇ 

(m/s2) 

空気密度 

ρ 

(kg/m3) 

最大風速 

Ｖ 

(m/s) 

ガスト 

影響係数 

Ｇｆ

(-) 

ｋｚ

(-) 

35 9.80665 1.22 100 1.0 1.0 

構造物の基準

高さ 

Ｈ 

(m) 

設計用 

速度圧 

ｑ 

(N/m2) 

140.000 6100     
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5. 評価結果 

5.1 筒身，主柱材，斜材，水平材，補助柱材，補助斜材，補助水平材 

「3.4(2) 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。 

 (1) 筒身に対する断面評価結果 

    筒身に対する断面評価のうち，軸力＋曲げに対する評価結果を表 5-1 に，せん断に対する

評価結果を表 5-2 に示す。 

26



2
3
 

NT2 補② Ⅴ-3-別添 1-1-4 R4

表 5-1 筒身の断面評価（軸力＋曲げ） 

EL. 使用部材 

Φ×ｔ 

(mm) 

材質 

(－) 

設計用断面力 断面性能 材料強度 応力度 判定 

軸力 曲げ 断面積 断面係数 圧縮 曲げ 圧縮 曲げ 
σｃ

ｃｆｃｒ
＋

ｃσｂ

ｂｆｃｒ 
Ｚ Ｎ Ｍ Ａ Ｚｃ ｃｆｃｒ ｂｆｃｒ σｃ＝Ｎ／Ａｃσｂ＝Ｍ／Ｚｃ

（m） (kN) (kN･m) (mm2) (mm3) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) 

148.000 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 141 1240 198600 223000000 192.2 207.2 0.8 5.6 0.04 ≦ 1.00 

138.000 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 440 6259 198600 223000000 192.2 207.2 2.3 28.1 0.15 ≦ 1.00 

125.543 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 773 15910 198600 223000000 192.2 207.2 3.9 71.4 0.37 ≦ 1.00 

112.205 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 1152 34339 198600 223000000 192.2 207.2 5.9 154.0 0.78 ≦ 1.00 

 95.432 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 1618 34339 198600 223000000 192.2 207.2 8.2 154.0 0.79 ≦ 1.00 

 75.444 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 2145 5877 198600 223000000 192.2 207.2 10.9 26.4 0.19 ≦ 1.00 

 52.618 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 2761 3416 198600 223000000 192.2 207.2 14.0 15.4 0.15 ≦ 1.00 

 26.257 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 3292 14022 198600 223000000 192.2 207.2 16.6 62.9 0.39 ≦ 1.00 

注記： 腐食代 2 mm（内側：1 mm，外側：1 mm）を控除した断面により算定した断面性能により評価。 
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表 5-2 筒身の断面評価（せん断） 

EL. 使用部材 

Φ×ｔ 

(mm) 

材質 

(－) 

設計用断面力 断面性能 材料強度 応力度 判定 

せん断 曲げ せん断断面積 断面係数 せん断 曲げ せん断 曲げ 
τ

ｓｆｃｒ
Ｚ Ｑ Ｍ Ａｓ Ｚｃ ｓｆｃｒ ｂｆｃｒ τ＝Ｑ/Ａｓ ｃσｂ＝Ｍ/Ｚｃ

（m） (kN) (kN･m) (mm2) (mm3) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) 

148.000 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 124 - 99300 - 69.6 - 1.3 - 0.02 ≦ 1.00 

138.000 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 490 - 99300 - 60.9 - 5.0 - 0.09 ≦ 1.00 

125.543 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 805 - 99300 - 58.5 - 8.2 - 0.15 ≦ 1.00 

112.205 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 1201 - 99300 - 52.2 - 12.1 - 0.24 ≦ 1.00 

 95.432 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 1544 - 99300 - 47.8 - 15.6 - 0.33 ≦ 1.00 

 75.444 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 376 - 99300 - 44.7 - 3.8 - 0.09 ≦ 1.00 

 52.618 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 273 - 99300 - 41.6 - 2.8 - 0.07 ≦ 1.00 

 26.257 Φ4532.0×16.0 ＳＳ４００ 608 - 99300 - 50.7 - 6.2 - 0.13 ≦ 1.00 

注記： 腐食代 2 mm（内側：1 mm，外側：1 mm）を控除した断面により算定した断面性能により評価。 
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 (2) 鉄塔主要部材に対する断面評価結果 

    鉄塔主要部材に対する断面評価のうち，主柱材，斜材，水平材，補助柱材，補助斜材及び

補助水平材に対する評価結果を表 5-3～表 5-8 に示す。 
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表 5-3 主柱の断面評価 

EL. 使用部材 

Φ×ｔ 

(mm) 

材質 

(－) 

設計用断面力 断面性能 
座屈長 細長比 

材料強度 応力度 判定 

軸力 曲げ 断面積 断面係数 回転半径 圧縮 曲げ 圧縮 曲げ 
σｃ

ｆｃ
 ＋ 

σｂ

ｆｂ
Ｚ Ｎ Ｍ Ａ Ｚｔ ｉ Ｌｋ λ ｆｃ ｆｂ σｃ＝Ｎ/Ａ σｂ＝Ｍ/Ｚｔ

（m） (kN) (kN･m) (mm2) (mm3) (mm) (mm)  (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) 

112.205 Φ406.4×6.4 ＳＴＫ４００ 120 18 6769 668000 141.2 8240.1 58.4 231.4 258.5 17.8 27.0 0.19 ≦ 1.00

 95.432 Φ406.4×12.7 ＳＴＫ４００ 309 69 14430 1370000 138.8 10477.2 75.5 213.3 258.5 21.5 50.4 0.30 ≦ 1.00

 75.444 Φ558.8×12.7 ＳＴＫ４００ 1703 89 20040 2680000 192.8 9597.2 49.8 238.8 258.5 85.0 33.3 0.49 ≦ 1.00

 52.618 Φ812.8×12.7 ＳＴＫ４００ 3147 189 29370 5770000 282.3 6838.1 24.2 253.8 258.5 107.2 32.8 0.55 ≦ 1.00

 26.257 Φ1016.0×12.7 ＳＴＫ４００ 5849 298 36840 9130000 354.5 9025.3 25.5 253.3 258.5 158.8 32.7 0.76 ≦ 1.00

注記： 腐食代（外側：1 mm）を控除した断面により算定した断面性能により評価。 

表 5-4 斜材の断面評価 

EL. 使用部材 

Φ×ｔ 

(mm) 

材質 

(－) 

設計用断面力 断面性能 
座屈長 細長比 

材料強度 応力度 判定 

軸力 曲げ 断面積 断面係数 回転半径 圧縮 曲げ 圧縮 曲げ 
σｃ

ｆｃ
 ＋ 

σｂ

ｆｂ
Ｚ Ｎ Ｍ Ａ Ｚｔ ｉ Ｌｋ λ ｆｃ ｆｂ σｃ＝Ｎ/Ａ σｂ＝Ｍ/Ｚｔ

（m） (kN) (kN･m) (mm2) (mm3) (mm) (mm)  (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) 

112.205 Φ355.6×6.4 ＳＴＫ４００ 44 － 5907 － 123.1 10023.4 81.4 205.9 － 7.5 － 0.04 ≦ 1.00

 95.432 Φ457.2×6.4 ＳＴＫ４００ 794 － 7631 － 159.0 12570.6 79.1 208.8 － 104.1 － 0.50 ≦ 1.00

 75.444 Φ508.0×6.4 ＳＴＫ４００ 590 － 8492 － 177.0 14191.3 80.2 207.5 － 69.5 － 0.34 ≦ 1.00

 52.618 Φ508.0×6.4 ＳＴＫ４００ 796 － 8492 － 177.0 8459.3 47.8 240.3 － 93.8 － 0.40 ≦ 1.00

 26.257 Φ508.0×6.4 ＳＴＫ４００ 1087 － 8492 － 177.0 11344.3 64.1 225.9 － 128.1 － 0.57 ≦ 1.00

注記： 腐食代（外側：1 mm）を控除した断面により算定した断面性能により評価。  
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表 5-5 水平材の断面評価 

EL. 使用部材 

Φ×ｔ 

(mm) 

材質 

(－) 

設計用断面力 断面性能 
座屈長 細長比 

材料強度 応力度 判定 

軸力 曲げ 断面積 断面係数 回転半径 圧縮 曲げ 圧縮 曲げ 
σｃ

ｆｃ
 ＋ 

σｂ

ｆｂ
Ｚ Ｎ Ｍ Ａ Ｚｔ ｉ Ｌｋ λ ｆｃ ｆｂ σｃ＝Ｎ/Ａ σｂ＝Ｍ/Ｚｔ

（m） (kN) (kN･m) (mm2) (mm3) (mm) (mm)  (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) 

112.205 Φ355.6×6.4 ＳＴＫ４００ 73 3 5907 506000 123.1 5193.6 42.2 244.3 258.5 12.4 6.0 0.08 ≦ 1.00

 95.432 Φ457.2×6.4 ＳＴＫ４００ 112 10 7631 848000 159.0 6295.0 39.6 246.0 258.5 14.7 11.8 0.11 ≦ 1.00

 75.444 Φ508.0×6.4 ＳＴＫ４００ 182 4 8492 1050000 177.0 7607.2 43.0 243.8 258.5 21.5 3.9 0.11 ≦ 1.00

 52.618 Φ508.0×6.4 ＳＴＫ４００ 244 5 8492 1050000 177.0 9105.9 51.4 237.5 258.5 28.8 4.8 0.14 ≦ 1.00

 26.257 Φ508.0×6.4 ＳＴＫ４００ 399 4 8492 1050000 177.0 11644.2 65.8 224.1 258.5 47.0 3.9 0.23 ≦ 1.00

注記： 腐食代（外側：1 mm）を控除した断面により算定した断面性能により評価。 

表 5-6 補助主柱材の断面評価 

EL. 使用部材 

Φ×ｔ 

(mm) 

材質 

(－) 

設計用断面力 断面性能 
座屈長 細長比 

材料強度 応力度 判定 

軸力 曲げ 断面積 断面係数 回転半径 圧縮 曲げ 圧縮 曲げ 
σｃ

ｆｃ
 ＋ 

σｂ

ｆｂ
Ｚ Ｎ Ｍ Ａ Ｚｔ ｉ Ｌｋ λ ｆｃ ｆｂ σｃ＝Ｎ/Ａ σｂ＝Ｍ/Ｚｔ

（m） (kN) (kN･m) (mm2) (mm3) (mm) (mm)  (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) 

125.543 Φ406.4×19.0 ＳＴＫ４００ 85 8 21850 2020000 136.8 6573.9 48.1 240.1 258.5 3.9 4.0 0.04 ≦ 1.00

112.205 Φ508.0×19.0 ５９０材 217 71 27600 3250000 172.7 8240.1 47.7 367.0 413.0 7.9 21.9 0.08 ≦ 1.00

 95.432 Φ508.0×19.0 ５９０材 591 161 27600 3250000 172.7 10477.2 60.7 338.5 413.0 21.5 49.6 0.19 ≦ 1.00

 75.444 Φ609.6×19.0 ５９０材 2331 80 33340 4770000 208.5 11493.1 55.1 351.6 413.0 70.0 16.8 0.24 ≦ 1.00

 52.618 Φ812.8×19.0 ５９０材 4491 281 44830 8680000 280.2 13676.2 48.8 364.8 413.0 100.2 32.4 0.36 ≦ 1.00

 26.257 Φ1016.0×19.0 ５９０材 6401 401 56320 13800000 352.3 12988.6 36.9 385.4 413.0 113.7 29.1 0.37 ≦ 1.00

注記： 腐食代（外側：1 mm）を控除した断面により算定した断面性能により評価。 
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表 5-7 補助斜材の断面評価 

EL. 使用部材 

Φ×ｔ 

(mm) 

材質 

(－) 

設計用断面力 断面性能 
座屈長 細長比 

材料強度 応力度 判定 

軸力 曲げ 断面積 断面係数 回転半径 圧縮 曲げ 圧縮 曲げ 
σｃ

ｆｃ
 ＋ 

σｂ

ｆｂ
Ｚ Ｎ Ｍ Ａ Ｚｔ ｉ Ｌｋ λ ｆｃ ｆｂ σｃ＝Ｎ/Ａ σｂ＝Ｍ/Ｚｔ

（m） (kN) (kN･m) (mm2) (mm3) (mm) (mm)  (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) 

125.543 Φ355.6×12.7 ＳＴＫ４００ 48 － 12570 － 121.0 8652.7 71.5 217.9 － 3.9 － 0.02 ≦ 1.00

112.205 Φ355.6×12.7 ＳＴＫ４００ 166 － 12570 － 121.0 10250.4 84.7 201.6 － 13.3 － 0.07 ≦ 1.00

 95.432 Φ457.2×12.7 ＳＴＫ４００ 1052 － 16300 － 156.8 12790.3 81.6 205.7 － 64.6 － 0.32 ≦ 1.00

 75.444 Φ508.0×12.0 ＳＴＫ４９０ 1050 － 17110 － 175.0 14423.4 82.4 254.5 － 61.4 － 0.25 ≦ 1.00

 52.618 Φ508.0×12.0 ＳＴＫ４９０ 1303 － 17110 － 175.0 17150.9 98.0 210.5 － 76.2 － 0.37 ≦ 1.00

 26.257 Φ558.8×19.0 ５９０材 2370 － 30470 － 190.9 20875.2 109.4 169.2 － 77.8 － 0.46 ≦ 1.00

注記： 腐食代（外側：1 mm）を控除した断面により算定した断面性能により評価。 

表 5-8 補助水平材の断面評価 

EL. 使用部材 

Φ×ｔ 

(mm) 

材質 

(－) 

設計用断面力 断面性能 
座屈長 細長比 

材料強度 応力度 判定 

軸力 曲げ 断面積 断面係数 回転半径 圧縮 曲げ 圧縮 曲げ 
σｃ

ｆｃ
 ＋ 

σｂ

ｆｂ
Ｚ Ｎ Ｍ Ａ Ｚｔ ｉ Ｌｋ λ ｆｃ ｆｂ σｃ＝Ｎ/Ａ σｂ＝Ｍ/Ｚｔ

（m） (kN) (kN･m) (mm2) (mm3) (mm) (mm)  (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) 

125.543 Φ355.6×6.4 ＳＴＫ４００ 30 1 5907 506000 123.1 5193.6 42.2 244.3 258.5 5.1 2.0 0.03 ≦ 1.00

112.205 Φ355.6×6.4 ＳＴＫ４００ 100 1 5907 506000 123.1 5581.8 45.3 242.2 258.5 17.0 2.0 0.08 ≦ 1.00

 95.432 Φ457.2×6.4 ＳＴＫ４００ 698 7 7631 848000 159.0 6683.2 42.0 244.5 258.5 91.5 8.3 0.41 ≦ 1.00

 75.444 Φ508.0×6.4 ＳＴＫ４００ 146 3 8492 1050000 177.0 7995.4 45.2 242.3 258.5 17.2 2.9 0.09 ≦ 1.00

 52.618 Φ508.0×6.4 ＳＴＫ４００ 371 3 8492 1050000 177.0 9494.1 53.6 235.7 258.5 43.7 2.9 0.20 ≦ 1.00

 26.257 Φ508.0×6.4 ＳＴＫ４００ 398 12 8492 1050000 177.0 10393.1 58.7 231.1 258.5 46.9 11.5 0.25 ≦ 1.00

注記： 腐食代（外側：1 mm）を控除した断面により算定した断面性能により評価。 
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5.2 筒身脚部及び鉄塔脚部（評価方法を含む） 

 (1) 筒身脚部の評価 

a. 設計荷重 

設計荷重は，以下に示す荷重により，筒身脚部の検討を行う。なお，筒身脚部は補強を

実施するため，自重は既設部で負担するものとし，補強部のみで設計荷重に対して検討を

行う。 

筒身脚部の形状図を，図 5-1 及び図 5-2 に示す。 

圧縮力 Ｎｃ＝0 kN 

荷重ケース：竜巻荷重 斜め方向載荷時 

引抜き力 Ｎｔ＝0 kN 

荷重ケース：竜巻荷重 斜め方向載荷時 

曲げモーメント Ｍ＝13920 kN･m 

荷重ケース：竜巻荷重 斜め方向載荷時 

水平力 Ｈ＝822 kN 

荷重ケース：竜巻荷重 斜め方向載荷時 

筒身脚部に作用する反力に対して，Ⅴ-2-2-15-1「主排気筒の耐震性についての計算

書」のＳｓ設計用荷重による反力との比較を表 5-9に示す。 

表 5-9 に示すように，水平力はＳｓ設計用荷重による反力の方が大きく，Ｓｓ設計用荷

重に包絡されることを確認できるため，以後の検討は省略する。また鉛直荷重と曲げモー

メントによる鉛直方向荷重の合計を比較し，Ｓｓ設計用荷重の方が大きい場合は，水平力

同様検討を省略する。 

表 5-9 筒身脚部反力比較表 

 竜巻 

荷重時 

Ｓｓ設計用 

荷重時 

圧縮力（kN） 0 17000

引抜き力（kN） 0 17000

曲げモーメント（kN・m） 13920 5812

水平力（kN） 822 1089
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図 5-1 筒身脚部概略図 

補強脚部ベースプレート 

補強脚部ピッチ 

22.5° 
既設ボルト 

48－36mmφ 

筒身内径 4500mmφ 

最外縁ボルト中心径 7100mmφ 

500mm 

補強脚部リブプレート 

64－48mmφ 
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図 5-2 筒身脚部概略図 

補強脚部ボルト 

64－48mmφ 

既設脚部ボルト 

48-36mmφ 

補強脚部リブプレート 

筒身板 

リングプレート 

リブプレート補剛材 

アンカーフレーム 
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b. 引抜き力の比較 

竜巻時にアンカーボルトが受ける引抜力とＳｓ設計用地震時にアンカーボルトが受ける

引抜力を比較することで，引張力と圧縮力がＳｓ設計用地震荷重に包絡されていることを

確認する。 

・ボルト 1本に作用する引抜力 

曲げモーメントによる引抜力は，外側ボルト群からなる有効断面より算出する。 

有効断面係数   Ｚ＝8.366×107 mm3

曲げモーメントによる引抜力 Ｔ＝（Ｍ・Ａ1）/Ｚ＝
 13920×1473 

 8.366×107
×103 

＝245.1 kN 

ボルト引抜力   Ｔ＝245.1 kN＜367.9 kN（Ｓｓ設計用地震荷重時） 

竜巻時にアンカーボルトが受ける鉛直力はＳｓ設計用地震荷重より小さくなるため，水

平力同様引張力及び圧縮力ともにＳｓ設計用地震荷重に包絡されることを確認できるた

め，以後の検討を省略する。 

 (2) 鉄塔脚部の評価 

a. 設計荷重 

解析より求めた支点反力を座標変換して，鉄塔脚部垂直反力の向きと主柱脚部の軸方向

とを一致させ，座標変換後の垂直反力と水平反力の最大値により脚部の検討を行う。 

下記の手順に従い算出した反力の，最大圧縮力，最大引張力，最大水平力を以下に示す。 

最大圧縮力 ＣＮＴ ＝ 7703 kN 竜巻荷重 斜め方向 

最大引張力 ＴＮＴ ＝ 3532 kN 竜巻荷重 斜め方向 

最大水平力 ＨＴ ＝  911 kN 竜巻荷重 斜め方向 

ただし，最大水平力はＨＴ＝  Ｒｘ
2＋Ｒｙ

2 とする。 

鉄塔脚部に作用する反力に対して，Ⅴ-2-2-15-1「主排気筒の耐震性についての計算

書」のＳｓ設計用荷重による反力との比較を表 5-10 に示す。 

表 5-10 に示すように，引張力はＳｓ設計用荷重による反力の方が大きく，Ｓｓ設計用荷

重に包絡されることを確認できるため，以降の検討は省略する。よって，水平力と圧縮力

を支持するベースプレート，リブプレート，刃形プレートについての結果を記載する。 

表 5-10 鉄塔脚部反力比較 

 竜巻 

荷重時 

Ｓｓ設計用 

荷重時 

圧縮力（kN） 7703 7530

引張力（kN） 3532 4807

水平力（kN） 911 837
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例）主柱 1の座標変換 

下図のように主柱脚部の軸方向と全体座標系の Z方向は一致していないため，主

柱 1の解析より求めた反力を Z軸周りにθ=45°，新しい Y軸（y’）周りにφ

=10.3416°回転する。 

 cosφcosθ cosφsinθ -sinφ

 -sinθ     cosθ      0

 sinφcosθ sinφsinθ  cosφ
 ・ 

RX

RY

RZ
 = 

Rx

Ry

Rz

回転行列 
解析より求
めた反力 照査用反力 

主柱 3

主柱 1 

主柱 4 

主柱 2 

筒身 

Y 

X 

5.6569m 

3
1.

0
 m

Atan（5.6569/31.0） 

Z 

Y 

X 

Y x’ y’ 

X 

y 

Z 

x 
Y 

z 

X,Y,Z ： 全体座標系 

x,y,z ： 脚部照査用座標系 

x’

3
1.

0
 mz’

x’y’

θ 
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図 5-3 に，鉄塔脚部の形状図を示す。 

図 5-3 鉄塔脚部概略図 

リブプレート 14×400 

1016φ 

1616 

1316 

450 

4
0
0 5
7
0 

2
0
00

 
1
5
0 

2
7
20

 

3
5
0 

3
6 

2
4 

3
0
0 

5
1 

3
3 

5
1 

3
8 

2
0 

座金プレート 20×180

リブプレート 14×285×350 

刃形プレート 16×410×50 

65φ×20 本 

アンカーボルト 

フランジプレート 

ベースプレート 

アンカーフレーム 

注：特記なき寸法は mmを示す。 
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ｂ. ベースプレート 

ベースプレートの曲げ及びコンクリートへの圧縮応力度について検討する。 

・ベースプレート諸元 

サイズ 外径 Ｄ1 ＝1616 mm 

 内径 ｄ1 ＝716 mm 

 板厚 ｔ ＝24 mm 

ボルト孔 20－φ75 

ボルト孔径 ｂ＝75mm 

ボルト孔欠損断面積 ＡＢ＝ｂ2/4・π・20＝88360 mm2

材質 ＳＳ４００ 

設計基準強度 Ｆ＝258.5 N/mm2

許容引張応力度   ｆｔ＝Ｆ＝258.5 N/mm2

許容曲げ応力度   ｆｂ＝Ｆ＝258.5 N/mm2 

(a) 下面のコンクリートに対する検討 

・圧着面の断面性能（ボルト孔控除） 

断面積 Ａ2 ＝π/4・（Ｄ1
2－ｄ1

2）－ＡＢ 

＝π/4×（16162－7162）－88360 

  ＝1.560×106 mm2

主柱圧縮力 ＣＮＴ＝ 7703 kN 

圧着面に作用する圧縮応力度  σｃ＝ＣＮＴ/Ａ2 

＝
 7703 

 1.560×106
×103＝5.0 N/mm2

・コンクリート諸元 

設計基準強度 Ｆｃ＝22 N/mm2

許容圧縮応力度 ｃｆｃ＝2/3・Ｆｃ＝14.6 N/mm2

応力度比 σｃ/ｃｆｃ＝
5.0

14.6
＝0.35≦1.00 

 図 5-4 ベースプレートの寸法 図 5-5 ベースプレートの断面 

ベースプレート 

716mm 

1616mm 450mm 

ベースプレート 

リブプレート 

鉄塔 
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(a) ベースプレートの曲げに対する検討 

ベースプレートを連続梁（リブを支点とする）とみなす。 

断面係数 Ｚ1＝
 (ｔ－ｔｃ・1)2

6
＝
 (24－1×1)2

6
＝88.17 mm3/mm  

  （ベースプレート上面のみの腐食代考慮，片面腐食代 ｔｃ＝1mm） 

・作用力 

ボルト芯径   Ｄ2＝1316 mm 

ボルト本数   ｎ＝20 本 

支間距離 Ｌ＝Ｄ2・π/ｎ＝1316×π/20＝206.7 mm 

（ボルト周方向ピッチ） 

コンクリートの圧縮応力度 

 σｃ＝5.0 N/mm2

モーメント Ｍ1＝0.6・σｃ・Ｌ2/8 ＝
 0.6×5.0×206.72

8
 ＝16022 N･mm/mm 

曲げ応力度  σｂ＝Ｍ1/Ｚ1＝
16022

88.17
＝181.8 N/mm2

応力度比 σｂ/ｆｂ＝ 
181.8

258.5
＝0.71 ≦ 1.00  

図 5-8 ボルト配置図 

206.7mm 

σｃ

図 5-6 ベースプレート検討図 

1316 mmφ

アンカーボルト 

ベースプレート 
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c. リブプレート 

・リブプレート諸元 

サイズ 高さ Ｈ＝350 mm 

  幅 Ｂ＝300－15－30＝255 mm 

  板厚 ｔ＝14 mm 

リブ枚数 ｎ＝ 20 枚 

材質 SS400  

設計基準強度 Ｆ＝258.5 N/mm2

限界細長比 Λ＝114.2 

(a) リブの圧縮に対する検討 

断面積 Ａ2＝（ｔ－ｔｃ・2）・Ｂ＝（14－1×2）×255＝3060 mm2 

（リブ両面の腐食代考慮，片面腐食代ｔｃ＝1mm） 

断面 2次半径 ｉ ＝（ｔ －ｔｃ・2）/ 12 ＝ 
 (14－1×2) 

12 
＝3.5 mm 

  （腐食代考慮） 

座屈長  ｋ＝Ｈ/2＝
 350 

2
＝175 mm （両端固定） 

細長比 λ＝ ｋ/ｉ＝
 175 

 3.5 
＝50.0 ＜ Λ＝114.2 

許容圧縮応力度 

 ｆｃ＝Ｆ・  1－ 
2

 5 

λ

Λ

2

 ＝238.6 N/mm2 

・作用力 

1 枚のリブに作用する圧縮力 

最大圧縮力作用時 Ｐｃ＝ＣＮＴ/ｎ＝
 7703 

20
＝385.2 kN 

最大引張力作用時 Ｐｔ＝ＴＮＴ/ｎ＝
 3532 

20
＝176.6 kN 

Ｐｃ＞Ｐｔより以下Ｐｃに対してのみ照査を行う。 

リブに作用する圧縮応力度 σｃ＝Ｐｃ/Ａ2＝
 385.2 

 3060 
×103＝125.9 N/mm2

応力度比 σｃ/ｆｃ＝
 125.9 

 238.6 
＝0.53 ≦ 1.00  

15mm 

3
5
0m

m 

300mm 

φ1616mm 

φ1016mm 

R30mm 

図 5-8 リブプレートの形状 

ベースプレート 

リブプレート 

鉄塔 
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(b) リブの溶接部に対する検討 

・溶接部諸元 

鉛直方向 

溶接長  １ ＝（Ｈ－30・2）・2＝（350－30×2）×2＝580 mm 

溶接脚長 Ｓ1＝10 mm 

有効のど厚 ａ1 ＝0.7・Ｓ1－ｔｃ・1 ＝0.7×10－1×1＝6.0 mm 

 （腐食代ｔｃ＝1mm） 

有効面積 Ａｓ1＝ 1・ａ1＝580×6.0＝3480 mm2（腐食代考慮）

水平方向 

溶接長  2＝Ｂ・2＝255×2＝510 mm 

溶接脚長 Ｓ2＝10 mm 

有効のど厚 ａ2＝0.7Ｓ2－ｔｃ・1＝0.7×10－1×1＝6.0 mm 

 （腐食代ｔｃ＝1mm） 

有効面積 Ａｓ2＝ 2・ａ2＝510×6.0＝3060 mm2 

設計基準強度 Ｆ＝258.5 N/mm2

許容せん断応力度 

 ｆｓ＝Ｆ/ 3 ＝ 149.2 N/mm2

図 5-9 溶接位置図 

15mm 

3
5
0m

m 

R30mm 

1

Ｑ2

Ｑ1

Ｑ2

10mm 

2

300mm 

ベースプレート 

リブプレート 
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・作用力 

鉛直方向  

Ｑ1＝Ｐｃ＝385.2 kN 

『5.2(2) c. (a)による』 

水平方向（鋼管壁面に作用する偏心モーメント） 

Ｑ2＝Ｐｃ・150/Ｈ＝
 385.2×150 

350
＝165.1 kN 

リブに作用するせん断応力度 τ1＝Ｑ1/Ａｓ1 ＝
 385.2 

 3480 
×103 ＝110.7 N/mm2

 τ2＝Ｑ2/Ａｓ2 ＝
 165.1 

 3060 
×103 ＝54.0 N/mm2

応力度比 τ1/ｆｓ＝
 110.7 

 149.2 
＝0.75 ≦ 1.00  

 τ2/ｆｓ＝
 54.0 

 149.2 
＝0.37 ≦ 1.00  
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d. 刃形プレート 

刃形プレートの強度検討を行う。 

・圧縮側せん断に対する検討 

μ・ｃＮｔ＝0.4×7703＝3081.2 kN ＞ 911 kN 

μ : 摩擦係数（0.4） 

圧縮側せん断力に対してはベースプレート下面の摩擦抵抗によって十分抵抗しうるた

め，検討を省略する。 

・引張側せん断に対する検討 

水平力はアンカーボルトに負担させず全て刃形プレートで負担させる。 

刃形プレート諸元 

サイズ 高さ Ｈ＝50 mm 

 幅 Ｂ＝410 mm 

 板厚 ｔ＝16 mm 

枚数 10 枚（36°ピッチ） 

材質 ＳＳ４００ 

設計基準強度 Ｆ＝258.5 N/mm2

許容曲げ応力度  ｆｂ＝Ｆ＝258.5 N/mm2

許容せん断応力度 ｆｓ＝Ｆ/ 3 ＝149.2 N/mm2 

図 5-10 刃形プレート形状図 

36° 

ベースプレート 

刃形プレート 
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(a) 刃形プレート母材に対する検討 

刃形プレートの強度検討を行う。 

断面積 Ａ4 ＝ｔ＝16 mm2/mm 

断面係数 Ｚ4 ＝ｔ2/6＝
 162

6
＝42.67 mm3/mm 

単位面積当りの水平力 

 σｃ ＝
 ＨＴ

 Ｈ・Ｂ・∑sinθｉ

  ＝ 
 911 

 50×410×( )4sin18°＋4sin54°＋2sin90°  
 ×103

  ＝ 6.9 N/mm2

モーメント Ｍ3 ＝σｃ・Ｈ2/2＝
 6.9×502

2
＝8625 N･mm/mm 

せん断力 Ｑ＝σｃ・Ｈ＝6.9×50＝345.0 N/mm 

曲げ応力度 σｂ＝Ｍ3/Ｚ4＝
 8625 

42.67
＝202.2 N/mm2

せん断応力度 τ＝Ｑ/Ａ4＝
 345.0 

16
＝21.6 N/mm2

応力度比 σｂ/ｆｂ＝
202.2

 258.5 
＝0.79 ≦ 1.00 

 τ/ｆｓ＝
 21.6 

 149.2 
＝0.15 ≦ 1.00 

図 5-11 刃形プレート形状図 

ベースプレート 

刃形プレート 

36° 
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(b) 刃形プレート溶接部に対する検討 

刃形プレートの強度検討を行う。 

・溶接部諸元 

溶接脚長 Ｓ＝10 mm 

有効のど厚 ａ＝0.7・Ｓ＝0.7×10＝7.0 mm 

1 ＝15.0 mm 

2 ＝11.5 mm 

有効面積（単位幅当たり） Ａs ＝2・ａ＝2×7.0＝14.00 mm2/mm 

有効断面係数（単位幅当たり） Ｚ5 ＝ＡＳ・ 22/ 1 ＝
 14.0×11.52

15.0

  ＝123.4 mm3/mm

設計基準強度 Ｆ＝258.5 N/mm2

許容せん断応力度 ｆｓ＝Ｆ/ 3 ＝149.2 N/mm2

曲げ応力度 τb＝Ｍ3/Ｚ5＝
 8625 

123.4
＝69.9 N/mm2

せん断応力度 τｑ＝Ｑ/Ａｓ＝
 345.0 

14.00
＝24.7 N/mm2

合成応力度 τ＝ τｂ
2＋τｑ

2 ＝ 69.92＋24.72 ＝74.2 N/mm2

応力度比 τ/ｆｓ＝
 74.2 

 149.2 
＝0.50 ≦ 1.00 

図 5-12 刃形プレート諸元 

16mm 

5
0
mm

 

10mm 

溶接部 

刃形プレート 

1

t
 

ａ
 

ａ
 

2
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表 5-11 荷重時算定結果一覧 

発生応力度 

(N/mm2)

許容応力度 

(N/mm2)

発生応力度

許容応力度

ベースプレート 曲げ応力度 181.8 258.5 0.71 ≦1.00 

リブプレート 溶接部せん断応力度 110.7 149.2 0.75 ≦1.00 

刃形プレート 曲げ応力度 202.2 258.5 0.79 ≦1.00 
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 (3) 補助鉄塔脚部の評価 

a. 設計荷重 

設計荷重は，以下に示す荷重により補助鉄塔脚部の検討を行う。 

最大圧縮力 ＣＮＴ ＝ 8685 kN 設計用地震荷重 斜め方向 

最大引張力 ＴＮＴ ＝ 5636 kN 設計用地震荷重 斜め方向 

最大水平力 ＨＴ ＝ 2056 kN 設計用地震荷重 斜め方向 

ただし，最大水平力はＨＴ＝  Ｒｘ
2＋Ｒｙ

2 とする。 

   図 5-13 に鉄塔脚部の形状図を示す。 

図 5-13 補助鉄塔脚部 

補助鉄塔脚部に作用する反力に対して，Ⅴ-2-2-15-1「主排気筒の耐震性についての計

算書」のＳｓ設計用荷重による反力との比較を表 5-12 に示す。 

表 5-12 に示すように，竜巻時の反力はＳｓ設計用荷重による反力の方が大きく，Ｓｓ設

計用荷重に包絡されることを確認できるため，以降の検討は省略する。 
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表 5-12 補助鉄塔脚部反力比較 

 竜巻 

荷重時 

Ｓｓ設計用 

荷重時 

圧縮力（kN） 8685 9176

引張力（kN） 5636 7525

水平力（kN） 2056 2202
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Ⅴ-3-別添 1-1-9 配管及び弁の強度計算書 
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非常用ガス処理系

排気筒 

1. 概要

本資料は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に示すとおり，屋外

に設置している中央制御室換気系冷凍機周り，残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル

発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ（以下「ディーゼル

発電機用海水ポンプ」という。）周りの配管及び弁並びに非常用ガス処理系排気筒（配管部含

む。以下同じ。）が竜巻時及び竜巻通過後においても，各配管及び弁の機能維持を考慮して，主

要な構造部材が構造健全性を有することを確認するものである。  

2. 基本方針

配管及び弁について，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「3.2

機能維持の方針」に示す構造計画を踏まえ，配管及び弁の「2.1 位置」，「2.2 構造概要」，

「2.3 評価方針」及び「2.4 適用規格」を示す。 

2.1 位置 

屋外に設置している中央制御室換気系冷凍機周り，残留熱除去系海水系ポンプ及びディーゼ

ル発電機用海水ポンプ周りの配管及び弁並びに非常用ガス処理系排気筒は，Ⅴ-3-別添1-1「竜

巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」に示すとおり，図2-1

に示す位置に設置する。 

図 2-1 

及び弁並びに非常用ガス処理系排気筒の位置図

PN 
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2.2 構造概要 

配管及び弁について，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「3.2 機能維持の方針」に示す構造計画を踏まえ，配管及び弁の構造を示す。 

配管及び弁は， 配管本体及び弁で構成され，支持構造物により床，壁等から支持する構造

となる。配管及び弁の概要図を図2-2に，各エリアの配管及び弁の配置図を図2-3,図2-4に示

す。 

図2-2 配管及び弁の概要図 

図2-3 配置図 

SSSS

海水ポンプ室 

S

S
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図2-4 並びに非常用ガス処理系排気筒配置図 

2.3 評価方針 

配管及び弁の強度評価は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界」にて設定している，荷重及び荷重の組合せ並び

に許容限界を踏まえ，配管及び弁の評価対象部位に作用する貫入及び応力等が，許容限界に収

まることを「3. 強度評価方法」に示す方法により，「4. 評価条件」に示す評価条件を用いて

計算し，「5. 強度評価結果」にて確認する。  

屋外の配管及び弁の強度評価においては，その構造を踏まえ，設計竜巻による荷重とこれに

組み合わせる荷重（以下「設計荷重」という。）の作用方向及び伝達過程を考慮し，評価対象

部位を選定する。  

(1) 衝突評価の評価方針

配管及び弁の衝突評価フローを図2-5に示す。衝突評価においては，防護ネットを設置す

る場合に考慮する飛来物である砂利の貫通限界厚さが外殻を構成する部材の厚さから計算上

必要な厚さを差し引いた残りの厚さ未満であることを確認する。衝突評価では，「タービン

ミサイル評価について（昭和52年7月20日原子炉安全専門審査会）」で用いられている式を

準用し，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4. 強度評価方

法」に示す衝突評価が必要な機器の評価式を用いる。配管及び弁の衝突評価における許容限

界は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「3.2 許容限界」に

示す許容限界である，外殻を構成する部材の厚さから計算上必要な厚さを差し引いた残りの

厚さとする。 

PN 
非常用ガス処理系

排気筒 
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なお，非常用ガス処理系排気筒が仮に飛来物による衝突によって貫通しても，その貫通箇

所又は本来の排気箇所から排気され，かつ速やかに補修する方針とするため，非常用ガス

処理系排気筒の衝突評価は行わない。 

図2-5 配管及び弁の衝突評価フロー 

(2) 構造強度評価の評価方針 

配管及び弁の構造強度評価フローを図2-6に示す。構造強度評価において，配管及び弁に

対し，設計竜巻による荷重に内圧及び自重を加えた応力が許容応力以下であることを確認す

る。 

構造強度評価では，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「5. 

強度評価方法」に示す評価式を用いる。配管及び弁の許容限界は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への

配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4.2 許容限界」に示す許容限界である，「原子力

発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984」（（社）日

本電気協会），「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987」（（社）日本電気協

会）及び「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」（（社）日本電

気協会）（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）の許容応力状態ⅢＡＳとする。 

設計竜巻による荷重 

評価対象部位の選定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

貫通限界厚さの計算 

評価対象施設の外殻を構成する部材の厚さから計算上必要な

厚さを差し引いた残りの厚さとの比較 
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図2-6 配管及び弁の構造強度評価フロー 

2.4 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・「タービンミサイル評価について（昭和52年7月20日 原子炉安全専門審査会）」 

・「建築物荷重指針・同解説」（（社）日本建築学会，2004改定)  

・「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984」（社）日本電気協会  

・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987」（社）日本電気協会  

・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」（社）日本電気協会  

・「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1-2005/2007」（社）日本機械

学会（以下「ＪＳＭＥ」という。） 

設計竜巻による荷重 

評価対象部位の選定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

応力計算 

設定する許容限界との比較 
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3. 強度評価方法 

3.1 記号の定義 

(1) 衝突評価の記号の定義 

配管及び弁の衝突評価に用いる記号を表3-1に示す。 

表3-1 衝突評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｄｏ mm 配管の外径 

ｄ m 評価において考慮する飛来物が衝突する衝突断面の等価直径 

Ｋ － 鋼板の材質に関する係数 

Ｍ kg 評価において考慮する飛来物の質量 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｓ MPa 許容引張応力 

Ｔ mm 鋼板の貫通限界厚さ 

ｔ mm 配管の計算上必要な厚さ 

ｖ m/s 評価において考慮する飛来物の飛来速度 

η － 継手効率 

(2) 構造強度評価の記号の定義 

配管及び弁の構造強度評価に用いる記号を表3-2に示す。 

表3-2 構造強度評価に用いる記号（1/2） 

記号 単位 定義 

Ａ m2/m 
単位長さ当たりの施設の受圧面積（風向に垂直な面に投影し

た面積）  

Ｃ － 建築物荷重指針・同解説により規定される風力係数  

Ｄ mm 管外径  

Ｇ － ガスト影響係数  

ｇ m/s2 重力加速度（ｇ＝9.80665） 

Ｌ m 支持間隔  

Ｍ N･m 風荷重により作用する曲げモーメント  

ｍ kg/m 単位長さ当たりの質量  

Ｐ MPa 内圧  

ｑ N/m2 設計用速度圧  

Ｓｙ MPa ＪＳＭＥ付録材料図表Part5の表にて規定される設計降伏点  

ｔ mm 板厚  

ＷＷ N/m 設計竜巻の単位長さ当たりの風圧力による荷重  
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表3-2 構造強度評価に用いる記号（2/2） 

記号 単位 定義 

ｗ N/m 単位長さ当たりの自重による荷重  

Ｚ mm3 断面係数  

π － 円周率  

ΔＰ N/m2 気圧差  

σ１, σ２ MPa 配管に生じる応力  

σＷＰ MPa 気圧差により生じる応力  

σＷＴ１, σＷＴ２ MPa 複合荷重により生じる応力  

σＷＷ MPa 風圧力により生じる応力  

σ自重 MPa 自重により生じる応力  

σ内圧 MPa 内圧により生じる応力  

3.2 評価対象部位  

配管及び弁の評価対象部位は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」の「4.2 許容限界」にて示している評価対象部位に従って，「2.2 構造概要」にて設定し

ている構造に基づき，設計荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

(1) 衝突評価の評価対象部位 

評価において考慮する飛来物の衝突により、配管及び弁に衝撃荷重が作用し貫入する可能

性があるため、貫入によりその施設の機能が喪失する可能性のある箇所を評価対象部位とし

て選定する。弁が設置されている箇所においては，弁の板厚は配管の板厚に比べ厚く，配管

の評価に包絡されるため，配管の評価のみ実施する。 

配管及び弁の衝突評価における評価対象部位を図3-1に示す。 

図3-1 配管及び弁の衝突評価の評価対象部位 

(2) 構造強度評価の評価対象部位 

設計竜巻による荷重は，配管本体に作用する。なお，弁を設置している箇所においては，弁

の断面係数は配管に比べ大きく，配管の評価に包絡されるため配管の評価のみを実施する。サ

ポート（配管支持構造物）については，建屋内外にかかわらず地震に対して耐荷重設計がなさ

れており，配管本体に竜巻による荷重が作用した場合でも，作用荷重は耐荷重以下であるた

評価対象部位 
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め，竜巻による荷重に対するサポートの設計は耐震設計に包絡される。  

このことから，配管本体を評価対象部位として選定する。  

配管及び弁の構造強度評価における評価対象部位を図3-2に示す。 

図3-2 配管及び弁の評価対象部位 

3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の

強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」に示している荷重及び荷重の組合せを用い

る。 

(1) 衝突評価の荷重及び荷重の組合せ 

衝突評価においては考慮する飛来物として防護ネット（ネットの網目寸法40(mm)）をすり

抜ける砂利を設定し，砂利の衝撃荷重を考慮する。 

衝突評価においては，評価対象部位に砂利が衝突した際に跳ね返らず，貫入するものとし

て評価する。 

砂利の諸元を表3-3，配管及び弁の衝突評価に用いる荷重を表3-4に示す。 

表3-3 砂利の諸元 

飛来物 
ｄ 

(m) 

Ｋ 

(-) 

Ｍ 

(kg) 

ｖ 

(m/s) 

水平方向 鉛直方向 

砂利 0.04 1.0 0.18 62 42 

表3-4 配管及び弁の衝突評価に用いる荷重 

施設分類 施設名称 評価対象部位 荷重 

屋外の外部事象防護

対象施設 
配管及び弁 配管 飛来物による衝撃荷重 
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(2) 構造強度評価の荷重及び荷重の組合せ 

a. 荷重の設定  

構造強度評価に用いる荷重を以下に示す。  

(a) 常時作用する荷重  

常時作用する荷重として，持続的に生じる荷重である自重を考慮する。  

(b) 設計竜巻による荷重  

風圧力による荷重及び気圧差による荷重を考慮する。防護ネット及び防護鋼板等に

よる風圧力の低減はないものとして保守的な評価を行う。なお，非常用ガス処理系排

気筒は大口径の配管が開放された施設であるため，気圧差は発生しないことから気圧

差による荷重は考慮しない。また，非常用ガス処理系排気筒が仮に飛来物による衝撃

荷重によって貫通しても，その貫通箇所又は本来の排気箇所から排気され，かつ速や

かに補修する方針とするため，設計竜巻による荷重とこれに組み合わせる荷重に衝

撃荷重を考慮しない。さらに，防護ネットをすり抜ける極小飛来物である砂利による

衝撃は瞬間的で，衝突時間が極めて短く，衝突される機器へ伝わる加速度が小さいこ

とから，機器へ作用する荷重は構造強度に影響を与えないので設計竜巻による荷重と

これに組み合わせる荷重に衝撃荷重を考慮しない。 

イ. 風圧力による荷重(ＷＷ)  

風圧力による荷重ＷＷは，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の

方針」の「4.1(3)c.(a) 風圧力による荷重」に示す式に従い，算出する。  

ＷＷ＝ｑ・Ｇ・Ｃ・Ａ  

ロ. 気圧差による荷重(ＷＰ)  

気圧差による荷重ＷＰは，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の

方針」の「5. 強度評価方法」に示す評価方法に従って，気圧差を見かけ上の配管の

内圧の増加として考慮する。具体的な計算方法は，「3.5(2) 計算方法」に示す。 

(c) 運転時の状態で作用する荷重  

運転時の状態で作用する荷重としては，配管に作用する内圧を考慮する。なお，非常

用ガス処理系排気筒の内圧については，気圧差同様考慮しない。 

b. 荷重の組合せ 

構造強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の

強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて設定している荷重の組合せを踏

まえ，配管及び弁の評価対象部位ごとに設定する。  

配管本体には，自重，風圧力による荷重，気圧差による荷重及び内圧が作用する。  

構造強度評価に用いる荷重の組合せを表3-5に示す。 
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表 3-5 荷重の組合せ 

施設分類 施設名称 評価対象部位 荷重 

屋外の外部事象防護

対象施設 

配管及び弁（中央制御

室換気系冷凍機，残留

熱除去系海水系ポンプ

及びディーゼル発電機

海水ポンプ周り） 

配管本体 

①風圧力による荷重 

②気圧差による荷重 

③自重 

④内圧 

非常用ガス処理系排気

筒 
配管本体 

①風圧力による荷重 

②自重 

3.4 許容限界 

配管及び弁の許容限界は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「4.2 許容限界」にて設定している許容限界に従って，「3.2 評価対象部位」にて設定した評

価対象部位ごとに，機能損傷モードを考慮し，外殻を構成する部材の厚さから計算上必要な厚

さを差し引いた残りの厚さ及びＪＥＡＧ４６０１に基づく許容応力状態ⅢＡＳの許容応力の許

容荷重を用いる。 

(1) 衝突評価の許容限界 

衝突評価における許容限界は，評価において考慮する飛来物による衝撃荷重に対し，外殻

を構成する部材が，機能喪失に至る可能性のある変形を生じないことを計算により確認する

ため，評価式により算定した貫通限界厚さが配管及び弁の外殻を構成する部材の厚さから計

算上必要な厚さを差し引いた残りの厚さ未満であることを許容限界とする。 

残留熱除去系海水系ポンプ周りの配管及び弁における計算上必要な厚さについては，昭和

50年6月5日付け50資庁第4488号にて認可された工事計画の工事計画書の添付書類「Ⅲ-1-2-1 

残留熱除去系海水系配管の規格計算書」の値を用いる。 

また，ディーゼル発電機海水ポンプ周りの配管及び弁における計算上必要な厚さについて

は，昭和50年10月6日付け50資庁第8313号にて認可された工事計画の工事計画書の添付書類

「Ⅲ-1-12-2 非常用予備電源装置内燃機関冷却系海水配管の規格計算書」の値を用いる。 

中央制御室換気系冷凍機周りの配管及び弁における計算上必要な厚さは，ＪＳＭＥ PPD-

3411に基づき，以下の式より算出する。 

ｔ＝
Ｐ・Ｄ

ｏ

2・Ｓ・η＋0.8・Ｐ

配管及び弁の外殻を構成する部材の厚さから計算上必要な厚さを差し引いた残りの厚さを表

3-6に示す。 
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表3-6 配管及び弁の外殻を構成する部材の厚さから計算上必要な厚さを 

差し引いた残りの厚さ 

外部事象防護対象施設 

外殻を構成する 

部材の厚さ 

(mm) 

計算上必要な 

厚さ 

(mm) 

外殻を構成する部材の厚

さから計算上必要な厚さ

を差し引いた残りの厚さ 

(mm) 

残留熱除去系海水系ポン

プ周りの配管及び弁 
6.0＊ 1.9＊ 4.1 

ディーゼル発電機海水ポ

ンプ周りの配管及び弁 
9.3 1.0 8.3 

中央制御室換気系冷凍機

周りの配管及び弁 
5.5 0.3 5.2 

注記 ＊：工事計画書記載の配管のうち，外殻を構成する部材の厚さから計算上必要な厚さを

差し引いた残りの厚さが最小となる配管を選定 

(2) 構造強度評価の許容限界 

許容限界はＪＥＡＧ４６０１を準用し，「クラス2,3配管」の許容限界を適用する。許容応

力状態ⅢＡＳから算出した許容応力を許容限界とする。設計荷重に対して，当該施設に要求さ

れる安全機能を維持できるように弾性設計とするため，許容応力状態ⅢＡＳから算出した以下

の許容応力を許容限界とする。ＪＥＡＧ４６０１に従い，ＪＳＭＥ付録材料図表Part5,6の表

にて許容応力を計算する際は，評価対象部位の最高使用温度又は周囲環境温度に応じた値をと

るものとするが，温度がＪＳＭＥ付録材料図表記載の中間の値の場合は，比例法を用いて計算

する。ただし，ＪＳＭＥ付録材料図表Part5,6で比例法を用いる場合の端数処理は，小数点第1

位以下を切り捨てた値を用いるものとする。  

配管の構造強度評価における許容限界を表3-7，許容応力を表3-8に示す。 

表3-7 配管の許容限界 

許容応力状態 
許容限界 

一次応力（膜＋曲げ） 

ⅢＡＳ Ｓｙ
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表 3-8 配管の許容応力 

評価対象配管 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

中央制御室換気系冷凍機周り配管 65.6＊1 231 103 

残留熱除去系海水系ポンプ周り配管 
50＊2 239 ― 

50＊2 319 ― 

ディーゼル発電機用海水ポンプ周り配管 50＊2 239 ― 

非常用ガス処理系排気筒 72＊1 232 ― 

注記 ＊1：最高使用温度 

＊2：周囲環境温度 

3.5 評価方法 

(1) 衝突評価の評価方法 

配管及び弁の衝突評価は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

の「4. 強度評価方法」にて設定している衝突評価が必要な機器の評価式を用いる。 

飛来物が外部事象防護対象施設に衝突する場合の貫通限界厚さを，「タービンミサイル評

価について（昭和52年7月20日 原子炉安全専門審査会）」で用いられているBRL式を用いて

算出する。 

Ｔ
3
2＝

0.5・Ｍ・ｖ
2

1.4396×109・Ｋ
2
・ｄ

3
2

(2) 構造強度評価の評価方法 

配管及び弁の構造強度評価は，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」の「5. 強度評価方法」にて設定している評価式を用いる。 

a. 計算モデル  

配管は一定距離ごとにサポートによって支えられているため，風圧力による一様な荷

重を受ける単純支持梁として評価を行う。評価に用いる支持間隔は管外径，材質ごとに

サポートの支持間隔が最長となる箇所を選定する。保温材を使用している配管について

は，保温材を含めた受圧面積を考慮して評価を行う。弁を設置している場合はサポート

支持間隔が短くなるため，弁を設置している場合の受圧面積は最大支持間隔での受圧面

積に包絡される。  

配管モデル図を図3-3に示す。 
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図 3-3 配管モデル図 

b. 計算方法 

(a) 竜巻による応力計算 

イ. 風圧力により生じる応力 

風圧力による荷重が配管の支持スパンに等分布荷重として加わり，曲げ応力を発

生させるものとして，以下の式により算定する。 

8・Ｚ

・ＬＷ
＝

Ｚ

Ｍ
＝σ

２
Ｗ

ＷＷ

ここで， 

４４ ｔ)・－(Ｄ－2Ｄ
・Ｄ32

π
Ｚ＝

ロ. 気圧差により生じる応力 

気圧差による荷重は，気圧が低下した分，内圧により生じる1次一般膜応力が増加

すると考えて，その応力増加分を以下の式により算定する。 

4・ｔ

ΔＰ・Ｄ
＝σＷＰ

したがって，(a),(b)項の複合荷重により生じる応力σＷＴ１及びσＷＴ２は以下の式

により算出する。 

ＷＰＷＴ１＝σσ

ＷＰＷＷＷＴ２ σ・＋0.5＝σσ

(b) 組合せ応力 

竜巻荷重と組み合わせる荷重として，配管に常時作用する自重及び運転時に作用す

る内圧を考慮する。自重により生じる曲げ応力及び内圧により生じる1次一般膜応力

は，以下の式により算定する。 

8・Ｚ

ｗ・Ｌ
＝σ

２

自重

ｗ＝ｍ・ｇ

4・ｔ

Ｐ・Ｄ
＝σ内圧

風（ＷＷ） 

支持間隔Ｌ 
サポート 

受圧面積Ａ×Ｌ 

管外径Ｄ 

t 
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したがって，自重及び風圧力による荷重により生じる曲げ応力と気圧差による荷重

及び内圧により生じる1次一般膜応力を足し合わせ，配管に生じる応力として以下の式

によりσ１及びσ２を算出する。 

ＷＴ１内圧自重１ ＋σ＋σ＝σσ

ＷＴ２内圧自重２ ＋σ＋σ＝σσ
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4. 評価条件  

｢3. 強度評価方法｣に用いる評価条件を表 4-1～表 4-5 に示す。 

表 4-1 共通評価条件 

ガスト係数 

Ｇ 

(－) 

風力係数 

Ｃ 

(－) 

設計用速度圧 

ｑ 

(N/m2) 

気圧低下量 

ΔＰ 

(N/m2) 

重力加速度 

ｇ 

(m/s2) 

1 1.2 6100 8900 9.80665 

表 4-2 評価条件（中央制御室換気系冷凍機周り配管） 

管外径 

Ｄ 

(mm) 

材料 

支持間隔 

Ｌ 

(m) 

板厚 

ｔ 

(mm) 

単位長さ当

たりの質量 

ｍ 

(kg/m) 

単位長さ当た

りの受圧面積 

Ａ 

(m2/m) 

内圧 

Ｐ 

(MPa) 

89.1 STPT410 3.25 5.5 17.8 0.1691 0.54 

表 4-3 評価条件（残留熱除去系海水系ポンプ周り配管） 

管外径 

Ｄ 

(mm) 

材料 

支持間隔 

Ｌ 

(m) 

板厚 

ｔ 

(mm) 

単位長さ当

たりの質量 

ｍ 

(kg/m) 

単位長さ当た

りの受圧面積 

Ａ 

(m2/m) 

内圧 

Ｐ 

(MPa) 

355.6 STPT410 14.20 11.1 196.6 0.5556 3.46 

508.0 SM50B 14.20 12.7 358.0 0.7080 3.46 

表 4-4 評価条件（ディーゼル発電機用海水ポンプ周り配管） 

管外径 

Ｄ 

(mm) 

材料 

支持間隔 

Ｌ 

(m) 

板厚 

ｔ 

(mm) 

単位長さ当

たりの質量 

ｍ 

(kg/m) 

単位長さ当た

りの受圧面積 

Ａ 

(m2/m) 

内圧 

Ｐ 

(MPa) 

267.4 STPT410 11.03 9.3 119.9 0.4674 0.7 

表 4-5 評価条件（非常用ガス処理系排気筒） 

管外径 

Ｄ 

(mm) 

材料 

支持間隔 

Ｌ 

(m) 

板厚 

ｔ 

(mm) 

単位長さ当た

りの質量 

ｍ 

(kg/m) 

単位長さ当た

りの受圧面積 

Ａ 

(m2/m) 

457.2 SM400B 14.80 14.3 156.0 0.4572 
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5. 強度評価結果 

(1) 衝突評価結果 

竜巻発生時の砂利の貫通限界厚さを表 5-1 に示す。 

表 5-1 砂利の貫通限界厚さ 

飛来物 

貫通限界厚さ 

Ｔ 

(mm) 

水平方向 鉛直方向 

砂利 1.0 1.0 

砂利の貫通限界厚さ(1.0mm)と配管及び弁の外殻を構成する部材の厚さから計算上必要な

厚さを差し引いた残りの厚さとの比較を表5-2に示す。 

砂利の貫通限界厚さは，配管及び弁の外殻を構成する部材の厚さから計算上必要な厚さを

差し引いた残りの厚さ未満である。また，弁の板厚は配管に比べ厚いため，配管の評価に包

絡される。 

表 5-2 配管及び弁の衝突評価結果（砂利） 

外部事象防護対象施設 

外殻を構成する部材の厚

さから計算上必要な厚さ

を差し引いた残りの厚さ 

(mm) 

貫通限界厚さ 

Ｔ 

(mm) 

結果 

残留熱除去系海水系ポンプ

周りの配管及び弁 

4.1 

（配管）
1.0 貫通しない 

ディーゼル発電機海水ポン

プ周りの配管及び弁 

8.3 

（配管）
1.0 貫通しない 

中央制御室換気系冷凍機周

りの配管及び弁 

5.2 

（配管）
1.0 貫通しない 
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(2) 構造強度評価結果 

a. 中央制御室換気系冷凍機周りの配管及び弁  

構造強度評価結果を表5-3に示す。  

中央制御室換気系冷凍機周りの配管に発生する応力は，許容応力以下である。また，弁

を設置している箇所においては，弁の断面係数は配管に比べ大きく配管の評価に包絡され

る。 

表 5-3 評価結果（中央制御室換気系冷凍機周り） 

管外径 

D 

(mm) 

材料 
σ１

(MPa) 

σ２

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

89.1 STPT410 11 68 231 

b. 残留熱除去系海水系ポンプ周りの配管及び弁  

構造強度評価結果を表5-4に示す。  

残留熱除去系海水系ポンプ周りの配管に発生する応力は，許容応力以下である。また，

弁を設置している箇所においては，弁の断面係数は配管に比べ大きく配管の評価に包絡さ

れる。 

表 5-4 評価結果（残留熱除去系海水系ポンプ周り） 

管外径 

Ｄ 

(mm) 

材料 
σ１

(MPa) 

σ２

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

355.6 STPT410 77 179 239 

508.0 SM50B 72 127 319 

c. ディーゼル発電機用海水ポンプ周りの配管及び弁  

構造強度評価結果を表5-5に示す。  

ディーゼル発電機用海水ポンプ周りの配管に発生する応力は，許容応力以下である。ま

た，弁を設置している箇所においては，弁の断面係数は配管に比べ大きく配管の評価に包

絡される。 
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表 5-5 評価結果（ディーゼル発電機用海水ポンプ周り） 

管外径 

Ｄ 

(mm) 

材料 
σ１

(MPa) 

σ２

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

267.4 STPT410 44 154 239 

d. 非常用ガス処理系排気筒

構造強度評価結果を表5-6に示す。  

非常用ガス処理系排気筒に発生する応力は，許容応力以下である。 

表 5-6 評価結果（非常用ガス処理系排気筒） 

管外径 

Ｄ 

(mm) 

材料 
σ１

(MPa) 

σ２

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

457.2 SM400B 20 63 232 
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